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１．科学技術関係予算の充実 
 

総合科学技術会議においては、科学技術分野の構造改革と

(PLAN)、実行(DO)、評価(SEE(check, action))のサイクルの
とともに、第２期科学技術基本計画に沿った戦略的重点化や科

ム改革を進めてきている（別紙参照）。 

本年１０月には、科学技術政策担当大臣及び有識者議員によ

き続き、関係府省が概算要求している科学技術関係施策につい

付け（SABC の４段階）を行った。併せて、科学技術関係概算要

分を占める独立行政法人や国立大学法人等について、その主要

る見解を取りまとめた。 

こうした取組を通じて明らかになった留意事項は以下のとお

成１６年度の科学技術関係予算の編成に当たっては、優先順位

やこれらの留意事項を踏まえ、真に重要な施策に重点化し、府

排したメリハリのある科学技術関係予算を目指す。 

平成１６年度は、第２期科学技術基本計画（平成 13 年 3 月：

４年度目であり、当該計画の成否を左右する重要な年度である

識の下、同計画の実現と我が国における技術革新を更に加速す

１６年度科学技術関係予算の充実に努める。 
 

２．科学技術関係予算編成に当たっての留意事項 
 

(1) 研究者の自由な発想に基づく研究の推進 
 

 大学等における基礎研究など研究者の自由な発想に基づく

は、新たな知識の源や国の発展の礎になり得るとの長期的な

正で透明な評価の下で引き続き強化する。特に、こうした研

力である競争的研究資金については、第２期科学技術基本計

増目標の達成に向け、より一層の重点的な拡充を図るととも

な執行のため、プログラムディレクターやプログラムオフィ
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いったマネジメント体制を強化する。 

なお、競争的研究資金には、独立行政法人の運営費交付金の形で予算措

置が講ぜられ、当該法人がその配分を行うものがある。こうした競争的研

究資金については、独立行政法人であるが故に、直ちに予算上の制約が課

されることのないよう配慮する。 
 

(2) 研究開発の推進による我が国経済の活性化 
 

 我が国の厳しい経済状況を打開し、国際競争力を確保・強化していくた

めに、経済活性化のための研究開発プロジェクトを引き続き強化・充実す

る。また、地域における産学官連携等による多様で優れた実用化技術開発

や地域クラスターの形成を強力に推進する。 
 

(3) 研究基盤の一層の充実 
 

 世界最高水準の研究開発を推進するため、緊急に整備すべき国立大学等

の施設に重点を置き、計画的に施設の整備を進める。また、最先端の分析

や計測のための技術・機器等の研究開発・実用化など知的基盤の整備を重

視するとともに、優れた知的財産の創造・保護・活用を強化する。さらに、

国際的に活躍できる研究人材や科学技術活動を支える専門的人材の育成・

確保を積極的に推進する。 
 

(4) 独立行政法人や国立大学法人等に対する適切な予算措置 
 

 科学技術関係の独立行政法人や国立大学法人、大学共同利用機関法人に

ついては、中期目標・中期計画に基づき効率的な運営を行うことが求めら

れており、必要性が薄れた科学技術活動については見直しを図る必要があ

る。一方、これらの法人は、国の科学技術政策の主要な担い手であるため、

国民や社会に対する説明責任を果たすことを前提に、重要とされる活動を

積極的に実施できるよう所要の運営費交付金を措置する必要がある。した

がって、平成１６年度科学技術関係予算の編成に当たっても、独立行政法

人や国立大学法人等であるが故に、直ちに予算上の制約が課されることの

ないよう配慮することが重要である。 

なお、国立大学法人をはじめ、平成１６年度に法人化が予定されている

ものについて、新しい組織への円滑な移行が行われ、個々の法人の特長に

応じ、優れた科学技術活動を行える機能を確立できるよう配慮する。 



・競争的研究資金の拡充
H12年度約3,000億円→H15年度約3,500億円
（目標H17年度 6,000億円）
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科学技術創造立国の実現に向けて
－科学技術分野における構造改革の成果と進捗状況－

基礎研究の強化

資源配分の方針

概算要求施策の精査・
優先順位（ＳＡＢＣ）付け

各年度の重点課題

科学技術システム改革
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各省の科学技術関係施策へ展開

各種制度改革
規制改革、税制改正 等

科学技術の戦略的重点化
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平成１５年度科学技術関係予算の分野別金額の増減
（平成13年度に対するパーセンテージ）

ライフサイエンス

情報通信

ナノテク･材料

環境

エネルギー

製造技術

フロンティア

社会基盤

平成１３年度 7,221億円

【重点４分野】
（大学に係る予算を除く。）

平成１５年度 7,813億円

（＋592億円）

・制度改革（ＴＬＯ法、国立大学法人化 等）
・意識改革（産学官連携推進会議、産学官連携サミット等）

第
一
期
科
学
技
術
基
本
計
画
(H 8. 7)
閣議決定

○知的特区（科学技術関係の規制の特例措置）

○地方財政再建促進特別措置法等の規制改革

1,327億円：H14年度補正予算・H15年度当初予算による新規

特に、重点４分野（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ・情報通信・環境・ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ材料）につい
ては、優先的に研究開発資源の配分を実現

・大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰの増加（H7年度 62→H14年度 531）
・TLO（技術移転機関）による特許出願件数の増加
（H11年度以前 317件→H14年度末 1619件）

○研究開発税制等の税制改正

・・８分野における研究開発の推進戦略を策定分野別推進戦略

経済活性化のための研究開発プロジェクト

・競争的研究資金制度の改革（繰越明許費化 等）

競争的な研究開発環境の整備

産学官連携の仕組みの改革

・地域ｸﾗｽﾀｰが全国的に拡大

・知的財産の保護と活用に関する戦略を提言

公共事業依存型から科学技術駆動型の地域経済発展へ

（産業ｸﾗｽﾀｰ計画：19地域、知的ｸﾗｽﾀｰ創成事業：15地域）

・国立大学の施設の整備（「国立大学等施設緊急整備5か年計画」）
H13年度 約6,500億円→H15年度約11,200億円
（目標：H17年度16,000億円）

地域科学技術振興

科学技術振興のための基盤の整備

国家的に重要な研究開発の評価

○｢大規模新規研究開発の評価｣（H14：３課題、H15：５課題）

○｢総額約10億円以上の研究開発の評価｣（１６４課題）

○「指定して行う評価」（４課題）

○「競争的研究資金制度の評価」（７制度）

（総合科学技術会議）

国の研究開発評価に関する大綱的指針に基づく評価 （各省）

（別紙）
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（大学発ベンチャー数：経済産業省調べ、民間企業等との共同研究件数：文部科学省調べ)

　○折れ線グラフは大学発ベンチャー企業数
　　（平成14年度末）
　○棒グラフは民間企業等との共同研究件数

（大学発ベンチャー企業数、及び大学と民間企業等との共同研究数の推移）

科学技術システム改革

継続中の重要研究開発の精査 （科技大臣、有識者議員）
（１０課題）
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